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 高山市は、平成１７年２月１日に近隣９町村と合併し、２，１７７．６７ｋ㎡の面積を

有する日本一広い市となりました。 魅力的で個性あふれる地域資源を活かしながら、「や

さしさと活力にあふれるまち 飛騨高山」を都市像として、誰もが住みよさを実感し、元

気で、安全で、安心して快適に暮らせるまちづくりに取り組んでいます。 

 昭和２３（１９４８）年に国連において「世界人権宣言」が採択されて、国際的な人権

の取り組みが進展する中、我が国では、平成１２年に「人権教育及び人権啓発の推進に関

する法律」を施行し、国や地方公共団体が人権教育・啓発に関する施策を策定することと

なりました。 

 本市では、昭和４１年に多くの市民の発議により「高山市民憲章」を制定し、「住みよい

町とは、市民おのおのが人権を尊重し、互いに信頼しあう町」を目指して、市民運動とし

て取り組んできました。また、平成１９年には「高山市誰にもやさしいまちづくり条例」

を制定し、「住みよいまちは 行きよいまち」を基本理念にユニバーサルデザインの考え方

に基づくまちづくりを行ってきました。 

 この度、すべての人々の人権が尊重される地域社会の実現を目指して市の人権施策を総

合的、体系的に推進するために、今後の人権推進の方針とそれに基づく基本的な施策の方

向を明らかにするものとして「高山市人権施策推進指針」を策定しました。 

 指針の策定に当たっては、多くの市民、市議会、高山市人権施策推進協議会などの皆さ

まのお力添えをいただきましたことに、改めて感謝申し上げますとともに、今後の施策の

展開に当たっても、さらに幅広い参画とご協力をお願いします。 

 

 

 

 

平成２２年３月 

 

誰もが 個人として尊重され 

安全に安心して快適に 

   心ゆたかに生きられるまち 
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１．はじめに                              

 

（１）策定の趣旨                                 

 

・この指針は、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第５条の規定に基づき、家庭

や地域、学校、職場その他の様々な場を通じて、市民が、その発達段階に応じ、人権尊

重の理念に対する理解を深め、これを体得することができるよう、関係機関等との連携

を図り、市民の自主性を尊重して、高山市における人権施策を総合的・効果的に推進す

るために策定します。 

  

（２）国等の動向                                 

 

・わが国では、昭和２２年に基本的人権を国民の権利として保障する「日本国憲法」が施

行されました。以降、「国際人権規約」や「女子差別撤廃条約」など人権に関する諸条約

を批准し、平成８年に「人権擁護施策推進法」を制定、平成９年には「人権教育のため

の国連１０年」に関する行動計画を策定しました。また平成１２年に、「人権教育及び人

権啓発の推進に関する法律」を施行し、平成１４年には「人権教育・啓発に関する基本

計画」を公表しました。 

・岐阜県では、平成４年に「同和問題啓発連絡協議会」を設置し、同和問題解決のための

啓発を推進してきました。その後、様々な人権問題に対応するため、数次の改称を経て

平成１７年には「人権懇話会」と名称を改め、人権施策の推進方策等について意見を聴

き、施策に反映してきました。 

 また、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に基づき平成１５年に「人権施策推

進指針」（平成２０年 第一次改定）を策定し、人権尊重の意識を高めるための施策に総

合的に取り組んできました。 

 教育に関しては、昭和４９年に「同和教育基本方針」、平成４年には「人権同和教育基本

方針」を策定し、学校教育、社会教育における人権同和教育を推進してきました。 

 

（３）市の現状                                  

 

・昭和４１年に多くの市民からの発議によって制定された「高山市民憲章」には、「住みよ

い町とは、市民おのおのが人権を尊重し、互いに信頼しあう町」という「市民憲章のこ

ころ」が込められています。制定以来、市民憲章朗唱活動など様々な市民活動を通じて

市民憲章の啓発に努めてきました。 

・平成１９年には、「高山市誰にもやさしいまちづくり条例」を制定し、ユニバーサルデザ

インの考え方に基づくまちづくりの方針を示しています。平成２２年に策定した「高山

市第七次総合計画」では、分野別目標の（１）「やさしさ」のあるまちをめざしての中で、

人権に関する教育や普及啓発を行うことを明記しています。
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人権の意味

④知らない
0.9%

①知っている
47.1%

②なんとなく
知っている

44.3%

③あまり

知らない
4.8%

無回答
2.9%

・人権啓発に関する取組みとしては、人権講演会の開催、広報紙やＦＭを利用した啓発、

高山市人権擁護委員協議会と協力しての啓発を実施しています。また、人権意識を高め

るための学校教育における様々な取組みや教職員を対象とした研修会などを行っていま

す。 

・市の業務は人権と密接にかかわるため、各部署がそれぞれの業務について、関係機関と

連携して人権に配慮しながら取組みをすすめていますが、一層の相互連携を図るため平

成２１年に関係機関等で組織する「高山市人権施策推進協議会」を設置しました。 

 

 

●人権に関するアンケート結果から 

 

・人権の意味を「知っている」または「なんとなく知っている」人は、９割以上になりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「障がい者の人権」への関心がもっとも高く、５割以上の人が関心をもっています。次い

で、「子どもの人権」「高齢者の人権」「女性の人権」「インターネットによる人権侵害」

が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関心のある人権問題 

33.6% 

36.1% 
35.6% 

55.6% 

29.4% 

16.2% 

27.0% 

15.6% 
29.2% 

31.1% 

3.2% 

3.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

①女性 

②子ども 
③高齢者 

④障がい者 
⑤同和問題 

⑥外国人 
⑦感染症患者等（HIV 感染者やハンセン病患者など） 

⑧刑を終えて出所した人 

⑨犯罪被害者やその家族 

⑩インターネットによる人権侵害 
⑪その他 

⑫関心はない 
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人権を侵害されたと感じた経験
①感じたことが

ある
12.3%

②少し感じたこ
とがある
14.8%

③あまり感じた
ことがない

34.3%

④感じたことが
ない

37.7%

無回答
0.9%

・人権を侵害された経験については、「感じたことがない」がもっとも多く、次に多い「あ

まり感じたことがない」を合わせると７割以上になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人権を侵害された経験がある人の、人権侵害の内容は、「うわさや悪口、かげ口」がもっ

とも多く、５割以上になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人権を侵害された経験がある人の、侵害された場所は、「近隣や地域」がもっとも多く、

次いで「職場」が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

どのような人権侵害を受けたか 

53.0% 

27.2% 

14.5% 

19.0% 

26.3% 

8.4% 

9.9% 

1.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

①身に覚えのないうわさや悪口、かげ口 

②名誉や信用のき損や侮辱 

③暴力や脅迫、強要 

④プライバシーの侵害 

⑤差別的な扱い 

⑥セクシュアル・ハラスメントやストーカー行為 

⑦その他 

⑧覚えていない 

どのようなところで人権侵害を受けたか 

9.2% 

10.8% 

39.3% 

13.3% 

14.5% 
30.8% 

5.5% 

2.4% 

6.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 

①家庭 

②親族間 

③近隣や地域 

④友人や知人のグループ 

⑤学校 

⑥職場 

⑦公的機関 

⑧インターネットやマスコミ 

⑨その他 
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人権を侵害された場合の対応

①何もせず我
慢する
7.0%

②家族や友人
など身近な人
に相談する

33.4%

③相手に抗議
する
12.6%

④人権擁護委
員や法務局に
相談する

9.7%

⑤市や県、警
察の窓口に相
談する
12.6%

⑥わからない
9.1%

⑦その他
2.3%

無回答
6.2%

複数選択
7.1%

人権を侵害したと感じた経験
①感じたこと
がある
4.2% ②少し感じた

ことがある
9.7%

③相手はそう
感じたかもし
れない
18.1%

④感じたこと
がない
64.5%

無回答
3.5%

・人権を侵害された場合の対応については、「身近な人に相談する」がもっとも多く、次い

で「相手に抗議する」「市や県、警察に相談する」が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人権を侵害した経験については、「感じたことがない」がもっとも多く、６割以上になり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人権を侵害した経験がある人の、侵害した理由は、「思想・信条」がもっとも多く、次に

「家庭環境」「容姿」「障がい・疾病」が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

どのようなことが原因で侵害したか 

7.3% 
5.3% 

4.3% 
6.3% 

18.7% 

16.7% 
7.5% 

8.3% 

21.1% 
27.0% 

6.9% 

7.7% 
6.1% 

0% 10% 20% 30% 

①性別 

②年齢 

③出身地 
④国籍 
⑤容姿 

⑥障がい・疾病 
⑦学歴・出身校 
⑧職業 

⑨家庭環境 
⑩思想・信条 
⑪わからない 
⑫覚えていない 

⑬その他 
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（４）指針の性格                                 

 

・「高山市民憲章」、「高山市誰にもやさしいまちづくり条例」、「いじめのない都市づくり宣

言」などの関連条例や宣言の理念に基づいて施策を推進します。 

・「高山市第七次総合計画」をはじめ、各種関連計画との整合を取りながら施策を推進しま

す。 
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２．基本的な方針                            

 

（１）目標                                    

 

人権に関する施策を推進するにあたっての目標を次のとおり定めます。 

 

「誰もが 個人として尊重され  

安全に安心して快適に心ゆたかに生きられるまち」 

 

一人ひとりが、人間としての尊厳が守られ、自由に行動でき、等しく社会活動に 

参加する機会を有し、様々なふれあいや交流のなかで暮らせるまちとなるようにと 

いう思いを込めています。 

 

（２）姿勢                                    

 

 人権に関する施策を推進するにあたって次の３つの姿勢で取り組みます。 

 

①身近に感じる取組み 

（誰にもわかりやすく、その人の立場で考えられ、支えあう心が育まれるように） 

 

  人権は難しいものではなく、誰でも心で理解し感じることができるものです。 

  また、人権問題は誰にとっても身近で大切なもの、そして思いやりの心によっ

て守られるものです。 

  そこで、さまざまな人権問題をその人の立場で考えられるよう、わかりやすく

伝えるとともに、支えあう心が育まれるよう、身近に感じられる取組みを行いま

す。 

    

②柔軟かつ継続的な取組み 

（社会情勢や価値観の変化に対応しながら、継続的に） 

 

     人権問題は、人々の意識に根ざしている問題でもあり、これまでも長い間解消

に向けて努力されてきました。 

     また、時代背景などにより、新しい人権問題が生じ、その対応が必要となる場

合もあります。 

     そこで、ひとつひとつの人権問題に、社会情勢や価値観の変化に柔軟に対応し

ながら、継続的に取り組みます。
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③さまざまな場面における取組み 

（家庭や地域、学校、職場など、いつでもどこでも関係することを認識して） 

 

     人権問題は、子どもから高齢者までのすべての年代の人に、家庭や地域、職場

や学校などのあらゆる場所で生じる可能性があります。 

     また、逆に、生活のさまざまな場面で、他の人の人権を侵害してしまう可能性

があります。 

     そこで、ひとつひとつの人権問題が、さまざまな場面で自分自身にも関係する

という認識で取り組みます。 
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３．基本的な施策の方向                         

 

 

（１）教育・啓発                                 

 

①学校教育の充実 

・学校教育は、人権意識を培う重要な時期であり、人権に関する取り組みを充実

します。 

   ②社会教育・生涯学習の充実 

・あらゆる年代の人が、人権について学習する機会を得られるよう、社会教育・

生涯学習を充実します。 

   ③啓発活動の推進 

・市民が人権について知り、理解を深めるよう、啓発活動を推進します。 

・事業所が人権を尊重した採用の実施や職場づくりをすすめるよう、啓発活動を

推進します。 

 

（２）環境づくり                                 

 

①地域社会の醸成 

    ・個人が尊重される地域社会の環境づくりをすすめます。 

   ②社会活動参加機会の確保 

    ・誰もが等しく社会活動に参加できる機会の確保を図ります。 

   ③ユニバーサルデザイン・バリアフリーの推進 

    ・ユニバーサルデザインの視点に立った取組みをすすめるとともに、バリアフリ

ー化を推進します。 

   ④個人情報の保護 

    ・人権擁護の観点から、個人情報の適正な取扱いをすすめます。 

 

（３)支援                                    

 

①権利の擁護 

・人権が侵害されないよう、関係機関と連携して支援を行います。 

②相談機能の充実 

・人権問題をかかえる人に対する助言や指導などの支援を行います。 

・相談に応じる職員や関係者に研修の機会を提供し、資質向上を図ります。 
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●人権に関するアンケート調査結果から 

 

・今後どのような教育・啓発活動の取組みをすすめるとよいかについては、「学校教育を充

実する」がもっとも多く、６割近くなっています。次に、「社会教育・生涯学習を充実す

る」、「行政が啓発活動を積極的に実施する」が多く、５割近くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

・効果的な取組みについては、「学校・職場・地域などの単位での研修会を開催する」がも

っとも多く、６割近くなっています。次に「テレビ・ラジオ・新聞・雑誌などに掲載す

る」が多く、５割近くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権に関する教育・啓発でどのような取組みをすすめるといいか 

46.9% 

40.7% 

35.8% 

24.6% 

47.8% 

58.3% 

38.1% 

0.9% 

6.3% 

1.2% 

0% 10% 20% 30% 40 % 50% 60% 70% 

①行政が啓発活動を積極的に実施する 

②地域での取組みを充実する 

③企業や職場での取組みを充実する 

④市民活動団体での取組みを充実する 

⑤社会教育・生涯学習活動を充実する 

⑥学校教育を充実する 

⑦人権についての相談所や支援機能を充実する 

⑧特に必要だと思うことはない 

⑨わからない 

⑩その他 

どのような人権啓発が効果的だと思うか 

22.1% 

21.2% 

45.5% 

34.5% 

35.2% 

57.9% 

1.8% 

9.3% 

2.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 

①啓発ポスターや標語等の公募や作成を行い、掲示する 

②啓発冊子や資料を作成し、配布する 

③テレビ・ラジオ・新聞・雑誌などに掲載する 

④市の広報誌・ホームぺージなどに掲載する 

⑤講演会や研修会などを開催する 

⑥学校・職場・地域などの単位での研修会を開催する 

⑦特に必要だと思うことはない 

⑧わからない 

⑨その他 
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４．さまざまな人権問題の施策の方向                  

 

Ⅰ．女性                                    

 

【現状と課題】 

 

    ・わが国では、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」(女子差

別撤廃条約)批准、「男女共同参画社会基本法」、「雇用の分野における男女の均

等な機会及び待遇の確保等に関する法律」(男女雇用機会均等法)、「ストーカー

行為等の規制等に関する法律」、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律」（配偶者暴力防止法）の制定などが行われてきました。 

      しかし、男女の役割を固定的にとらえる意識が社会に依然として残っており家

庭や職場、地域において男女差別を生む原因となっています。 

     また、「女性に対する暴力」も重大な問題です。 

    ・市では、平成１１年に「高山市男女共同参画基本計画」を策定し、５年ごとに

見直しをしています。平成１４年には「高山市男女共同参画推進条例」を制定

しました。また、ドメスティック・バイオレンスに関する相談は、平成２０年

度実績で４２件あり、増加傾向にあります。 

 

    ●人権に関するアンケート調査結果から 

 

    ・人権上問題があると思っていることは、「家事・育児などを男女が共同で担える

仕組みが不十分」がもっとも多く、次に「性別による固定的な役割分担意識が

あること」が多く、いずれも５割近くになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性に関することで人権上問題があると思うこと 

47.2% 

41.8% 

21.0% 

49.3% 

17.1% 

28.4% 

11.3% 

6.4% 

5.8% 

1.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

①「男は仕事、女は家事・育児」といった固定的な役割分担意識 

②就職や昇進・昇格時などでの男女の待遇の違い 

③女性の伝統行事への参加制限といった慣習やしきたり 

④家事・育児などを男女が共同で担える仕組みが不十分 

⑤方針を決定する過程に女性が十分参画していない 

⑥セクシュアル・ハラスメントや夫またはパートナーからの暴力 

⑦商品広告での女性の水着姿・裸体などの使用 

⑧特に問題があると思うことはない 

⑨わからない 

⑩その他 
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   ・人権を守るために必要な取組みは、「家庭生活と仕事の両立がしやすい就労環境

の整備」がもっとも多く、５割以上になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の方向】 

 

（１）女性の人権についての教育・啓発                    

  ①男性と女性の特性を知り、男女平等意識を育む学校教育や社会教育・生

涯学習の充実 

  ②女性の人権について市民の理解を深めるための啓発活動の推進 

  ③事業所に対する男女平等意識を高めるための啓発活動の推進 

    

 （２）性別にとらわれず個々の価値観にあった生き方ができる環境づくり    

       ①家庭生活と仕事のバランスがとれる環境の整備 

       ②多様な生き方に対応できる子育てや介護制度の充実 

       ③地域づくりにおける男女共同参画の推進 

       ④性による差別や格差のない職場づくり 

 

    （３）女性に対する暴力の根絶と被害者支援                 

       ①啓発活動の推進や実態把握による防止策の検討 

       ②相談機能の充実や一時保護の実施 

       ③被害者の自立に向けた支援 

女性の人権を守るために必要な取組み 

22.3% 
24.7% 

35.8% 

34.7% 

51.4% 

20.3% 

35.0% 

26.2% 

5.4% 

5.8% 
2.4% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

①女性のための相談体制の充実 

②男女平等意識を確立するための啓発活動の推進 

③学校教育や社会教育の場で、男女平等を推進するための教育活動の充実 
④就職や職場における男女の均等な機会と待遇の確保 

⑤家庭生活と仕事の両立がしやすい就労環境の整備 
⑥さまざまな分野の方針決定の過程における、より多くの女性の参加 

⑦男女がともに家庭生活や地域活動に携われるような社会づくり 

⑧社会慣習の中にある性別による固定的な役割分担の見直し 

⑨特に必要だと思うことはない 

⑩わからない 

⑪その他 
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Ⅱ．子ども                                   

 

【現状と課題】 

 

・わが国では、「児童の権利に関する条約」を批准し、「日本国憲法」、「児童福祉

法」、「児童憲章」、「教育基本法」、「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰

及び児童の保護等に関する法律」、「児童虐待の防止等に関する法律」（児童虐

待防止法）の制定などが行われています。 

しかし、現実には家庭における親の養育放棄や暴力、また学校などにおける「い

じめ」といった問題で子どもたちが傷ついている事件が発生しています。 

・市では、平成７年に「いじめのない明るい都市づくり宣言」を行いました。同

年に「高山市子どもにやさしいまちづくり計画」を策定し、概ね５年ごとに見

直しをしています。虐待相談は、平成２０年度実績で５２件あり、増加傾向に

あります。 

 

●人権に関するアンケート調査結果から 

 

・人権上問題があると思っていることは、「いじめを行うこと」がもっとも多く、

７割を超えています。次に「親が子どもを虐待すること」が多く、６割を超え

ています。「成績や学歴だけで判断すること」も５割近くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもに関することで人権上問題があると思うこと 

73.2% 

60.1% 

23.6% 

14.1% 

45.3% 

41.0% 

3.6% 

3.5% 

1.4% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 

①いじめを行うこと 

②親が子どもを虐待すること 

③親が子どもの意見を無視すること 

④学校での体罰 

⑤子どもを成績や学歴だけで判断すること 

⑥暴力や性など子どもにとって有害な情報が氾濫していること 

⑦特に問題があると思うことはない 

⑧わからない 

⑨その他 
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・人権を守るために必要な取組みは、「家庭・学校・地域が連携して活動に取組む」

がもっとも多く、６割を超えています。次に「家庭でのしつけや教育力の向上」

が多く、６割近くなっています。「個性・自主性を尊重するような社会の醸成」

も５割近くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の方向】 

 

（１）子どもの人権についての教育・啓発                  

①人権について理解を深める学校教育や子どもの人権についての社会教

育・生涯学習の充実 

②子どもの人権を尊重するための啓発活動の実施 

③子どもに関連する職業従事者に対する研修の推進 

    

 （２）子どもが安全に楽しく生きることができる環境づくり          

       ①いじめや学校にいけないなどの悩みを抱えた子どもへの対応 

       ②家庭教育についての学習機会の提供 

       ③地域でのかかわりを深める場所の充実 

       ④安全に出歩けるための取組みの実施 

 

    （３）児童虐待の根絶と被害児童支援                    

       ①啓発活動の推進や実態把握による防止策の検討 

       ②早期発見につなげる関係機関との連携や相談機能の充実 

       ③被害児童の保護と育成支援 

子どもの人権を守るために必要な取組み 

38.4% 

28.5% 

45.0% 

58.9% 

60.1% 

34.3% 

1.3% 

3.6% 

1.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 

①子どものための相談体制の充実 

②子どもの人権を守るための啓発活動の推進 

③子どもの個性・自主性を尊重するような社会の醸成 

④家庭でのしつけや教育力の向上 

⑤家庭・学校・地域が連携して活動に取組む 

⑥児童買春・児童ポルノ等の取締りの強化 

⑦特に必要だと思うことはない 

⑧わからない 

⑨その他 
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Ⅲ．高齢者                                   

 

【現状と課題】 

 

・わが国では、「高齢社会対策基本法」、同法に基づく「高齢社会対策大綱」、「高

齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（高齢者虐待

に関する法律）の制定や策定などが行われています。 

 しかし、現実には悪徳商法によって高齢者が被害を受けたり、介護の際に暴力

を受けたりする事件が発生しています。 

 また、高齢化社会が進む中で、高齢者がその人の能力に応じて生き生きと暮ら

せる社会の実現が一層求められています。 

・市では、平成５年に「高山市老人（保健）福祉計画」、平成１２年には「介護

保険事業計画」を策定し、３年ごとに見直しをしています。 

６５歳以上の高齢者の数は、平成２１年４月１日時点２４，５７２人で、高齢

化率は２６．１％となっています。虐待件数は、平成２０年度実績で１７件あ

り、横ばい傾向です。 

 

●人権に関するアンケート調査結果から 

 

・人権上問題があると思っていることは、「邪魔者扱いすること」がもっとも多く、

次に「働ける能力を発揮する機会が少ないこと」が多く、いずれも４割を超え

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者に関することで人権上問題があると思うこと 

36.3% 

42.0% 

37.3% 

24.1% 

43.6% 
18.2% 

30.6% 

5.7% 

6.2% 

1.4% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 

①経済的に自立が困難なこと 

②働ける能力を発揮する機会が少ないこと 

③悪徳商法の被害が多いこと 

④病院での介護や老人福祉施設での扱いが悪いこと 
⑤高齢者を邪魔者扱いすること 

⑥高齢者を子どもまたは幼児扱いすること 

⑦高齢者の意見や行動を尊重しないこと 

⑧特に問題があると思うことはない 

⑨わからない 

⑩その他 
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・人権を守るために必要な取組みは、「能力や知識、経験を活かして活躍できる機

会を増やす」がもっとも多く、次に「年金や住宅、福祉・医療サービスの充実」、

「高齢者に対する尊敬や感謝の心の育成」が多く、いずれも５割以上になりま

す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の方向】 

 

（１）高齢者の人権についての教育・啓発                  

①高齢者に対する尊敬や感謝の気持ちをはぐくむ学校教育や社会教育・生

涯学習の充実 

②高齢者の人権について市民の理解を深めるための啓発活動の実施 

 

    （２）高齢者が経験や知識、能力を発揮しながら生きることができる環境づくり                              

       ①関係機関との連携を図りながら、高齢者の働く機会を確保 

       ②社会活動や地域活動に参加する機会の提供 

       ③住宅環境の整備支援、道路や施設等のバリアフリー化の促進、交通手段

の確保 

 

    （３）判断能力が不十分な高齢者の権利擁護                 

       ①相談機能や緊急時の連絡体制の整備 

②認知症などにより判断能力が不十分な人の権利擁護に関する支援 

  ③関係機関と連携した高齢者に対する虐待の対応と防止 

 

高齢者の人権を守るために必要な取組み 

29.8% 

22.8% 

50.9% 

54.7% 

52.1% 

33.9% 

25.5% 

24.6% 

2.6% 

4.4% 

1.8% 

0% 10% 20% 30% 40 % 50% 

①高齢者のための相談体制の充実 

②人権を守るための啓発活動の推進 

③高齢者に対する尊敬や感謝の心の育成 

⑥高齢者をねらった犯罪等の防止など、高齢者の生活を守る制度の充実 

⑦高齢者一人ひとりにあった施策の充実 

⑧道路や建物の段差解消、公共交通機関の整備 

⑨特に必要だと思うことはない 

⑩わからない 

⑪その他 

④能力や知識、経験を活かして活躍できる機会を増やす 

⑤年金や住宅、福祉・医療サービスの充実 

60% 
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Ⅳ．障がい者                                  

 

【現状と課題】 

 

・わが国では、「障害者プラン～ノーマライゼーション７ヶ年戦略」に基づき、「ノ

ーマライゼーション」（障がいのある人も地域の中で普通の生活ができる社会

に）を基本理念の１つとする障がい者施策を推進してきました。「障害者基本

法」の制定、改正や「障害者基本計画」の策定などが行われています。 

 しかし施設のバリアフリー化や就労問題など、障がい者の自立や社会参加を図

るための環境整備がまだまだ求められています。 

・市では、平成１０年に「高山市障害（がい）者福祉計画」を策定し、平成１８

年に見直しをしています。また、平成１９年に「高山市障がい福祉サービス計

画」を策定しました。障がい者手帳（身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者

保健福祉手帳）を所持している人は、平成２１年４月１日時点で６，０３４人

となっており、高山市民の６．４％となっています。 

 また、公共施設のバリアフリー化を行うとともに住宅や民間施設のバリアフリ

ー化についても支援を行っています。 

 

●人権に関するアンケート調査結果から 

 

 

・人権上問題があると思っていることは、「生活の不便さに関する認識の欠如」が

もっとも多く、次に「就労の機会が少なく、また職種も限られている」が多く、

いずれも６割近くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい者に関することで人権上問題があると思うこと 

59.2% 
37.9% 

19.4% 

57.1% 

25.6% 

25.3% 
4.0% 

8.1% 

1.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60 % 70% 

①障がい者の生活上の不便さに関する認識の欠如 

②道路の段差など外出時の支障 

③スポーツ活動や文化活動などへの参加に配慮が不足 

④就労の機会が少なく、また職種も限られていること 

⑤障がい者に適した住宅が少ないこと 

⑥身近な地域での福祉サービスが不十分なこと 

⑦特に問題があると思うことはない 

⑧わからない 

⑨その他 
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・人権を守るために必要な取組みは、「就労機会の確保」がもっとも多く、６割近

くなっています。次に「施設や公共交通機関の整備」が多く５割近くなってい

ます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の方向】 

 

（１）障がい者の人権についての教育・啓発                 

①交流などを通じた学校教育における理解推進や障がい者の人権について

の社会教育・生涯学習の充実 

②障がい者の人権を尊重するための啓発活動の実施 

③関係機関と連携した地域活動の推進 

 

    （２）障がい者が自立し快適さを感じながら生きることができる環境づくり   

       ①様々な障がいに対応した福祉サービスの提供 

②関係機関との連携を図りながら、障がい者の就労を促進 

       ③社会活動や地域活動等に参加する機会の提供 

       ④住宅環境の整備支援、道路や施設等のバリアフリー化の促進、交通手段

の確保 

       ⑤観光事業者に対する障がい者の受入れに関する情報提供や研修会の開催 

 

    （３）判断能力が不十分な障がい者の権利擁護                

       ①知的障がいや精神障がいなどにより判断能力が不十分な人の権利擁護に

関する支援 

障がい者の人権を守るために必要な取組み 

34.9% 
32.1% 

48.7% 
27.1% 

55.7% 

39.3% 

23.7% 
2.2% 

7.9% 

1.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 
①障がい者のための相談体制の充実 

②人権を守るための啓発活動の推進 

③安心して外出できるような施設や公共交通機関の整備 

④スポーツ活動や文化活動に参加しやすくする 

⑤就労機会の確保 

⑥在宅の福祉サービスの充実と入所施設の整備 

⑦財産保全や管理のための公的サービスの提供 

⑧特に必要だと思うことはない 

⑨わからない 

⑩その他 
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Ⅴ．同和問題                                  

 

【現状と課題】 

・同和問題は、日本社会の歴史的過程で形づくられた身分差別により、国民の一

部の人々が日常生活の上で差別を受けるというわが国固有の人権問題です。 

わが国では、「同和対策事業特別措置法」の制定以後、特別措置法に基づく地

域改善対策の実施や「同和問題の早期解決に向けた今後の方策について」の決

定など同和問題の解消に取り組んできました。一方、同和問題の解決を妨げる

「えせ同和行為」も問題となっています。 

・市には、上記の法に基づく指定地区はありませんが、全国的には様々な問題が

発生している状況を踏まえ、国民的課題として自らにも関係するという認識が

必要です。 

 

●人権に関するアンケート調査結果から 

 

・人権上問題があると思っていることは、「結婚問題で周囲が反対すること」がも

っとも多く約４割となっています。次に「差別的な発言や行動をされること」

が多く、４割近くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 同和問題に関することで人権上問題があると思うこと 

40.1% 

30.9% 

29.3% 

35.1% 

26.5% 

11.3% 

24.4% 

1.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 

①結婚問題で周囲が反対すること 

②就職する際や職場で不利な扱いをされること 

③地域で不利な扱いをされること 

④差別的な発言や行動をされること 

⑤身元調査をされること 

⑥特に問題があると思うことはない 

⑦わからない 

⑧その他 
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・同和問題を解消するために必要な取組みは、「学校教育や生涯学習を通じて、人

権を大切にする教育を推進する」がもっとも多く、５割近くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の方向】 

 

（１）同和問題についての教育・啓発等                    

①全教育活動を通じて人権教育の視点から活動内容を考え、差別や偏見を

なくし人権意識を培う学校教育の推進 

②同和問題をはじめとする人権問題に関する啓発活動の実施 

③関係機関と協力した事業所に対する啓発活動の推進 

④研修会への関係者の参加などによる理解促進 

⑤関係機関と連携した相談対応 

 

同和問題を解消するために必要な取組み 

19.0% 
24.0% 

46.1% 
15.6% 

33.7% 
18.6% 

13.2% 
5.9% 

20.6% 
1.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 

①相談体制の充実 

②啓発活動の推進 

③学校教育や社会教育を通じて、人権を大切にする教育の推進 

④生活環境の改善 

⑤同和地区の人々が受ける差別の実態を知る 

⑥同和問題に関する意識の高揚 

⑦そっとしておく 

⑧特に必要だと思うことはない 

⑨わからない 

⑩その他 
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Ⅵ．外国人                                   

 

   【現状と課題】 

 

・わが国は、「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約」（人種差別撤廃

条約）に加入しています。「日本国憲法」では、日本に在留する外国人につい

ても、日本国民のみを対象としていると解させるものを除き、等しく基本的人

権の享有を保障しています。在留する外国人は年々増加しています。 

・市では、昭和６１年に「国際観光都市宣言」を宣言して以来、外国人観光客の

誘致に積極的に取り組んでいます。高山市を訪れた外国人は、平成１５年まで

は５万人以下でしたが、近年急激に増加し、平成２０年は１７万人を超えてい

ます。 

また、観光客向けの市内散策マップは９言語、ホームページは１２言語で作

成しているほか、市街地に設置している各施設への誘導案内表示等は５言語で

標記するなど、言語の違いによるバリアをできるだけ取り除く取組みを進めて

います。 

 

 

●人権に関するアンケート調査結果から 

 

 

・人権上問題があると思っていることは、「外国人についての理解や認識が不十分」

がもっとも多く４割を超えています。次に「言葉や生活習慣が違うため、地域

で受け入れられないこと」が多く、４割近くなっています。 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人に関することで人権上問題があると思うこと 

43.8% 

15.3% 

39.4% 

14.1% 

31.3% 

8.9% 

21.3% 

1.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 

①外国人についての理解や認識が不十分 

②住宅を簡単に借りることができないこと 

③言葉や生活習慣が違うため、地域で受け入れられないこと 

④外国人の子どもに対し、自国の言葉での教育が行われないこと 

⑤就職や仕事の内容、待遇などでの不利な条件 

⑥特に問題があると思うことはない 

⑦わからない 

⑧その他 
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・人権を守るために必要な取組みは、「外国語で相談できる相談体制」がもっとも

多く、約４割となっています。次に「外国人の文化や生活習慣などへの理解を

深める啓発活動の推進」、「適正な就労の場の確保」が多く、４割近くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

【施策の方向】 

 

（１）外国人の人権についての教育・啓発                  

①国際化時代に合った人権意識を培う学校教育の充実 

②外国人の人権について理解を深めるための啓発活動の実施 

③外国人の生活習慣や文化等についての理解の促進 

 

    （２）外国人が住みやすく訪れやすい環境づくり               

       ①居住地の生活習慣や文化等について学ぶ機会の提供 

       ②問題を抱えた居住者や観光客に対する通訳等の対応 

③観光事業者に対する外国人の受入れに関する情報提供や研修会の開催 

 

外国人の人権を守るために必要な取組み 

41.4% 
37.9% 

23.5% 

22.1% 

37.7% 
7.0% 

17.9% 
1.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 

①外国語で相談できる相談体制の充実 
②文化や生活習慣などへの啓発活動の推進 

③自国の言葉で教育を受けられる環境の整備 

④住宅確保に際し、不利な扱いをしないこと 

⑤適正な就労の場の確保 

⑥特に必要だと思うことはない 

⑦わからない 

⑧その他 
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Ⅶ．感染症患者等（ＨＩＶ感染者やハンセン病患者など）                 

 

【現状と課題】 

 

・わが国では、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」、「ハ

ンセン病問題の解決の促進に関する法律」が制定されています。 

・市では飛騨地域出身のハンセン病患者の方々との交流が市民有志の方々によっ

て行われています。 

 

●人権に関するアンケート調査結果から 

 

・人権上問題があると思っていることは、「理解や認識が不十分」がもっとも多く 

５割を超えています。次に「世間から好奇または偏見の目で見られること」が

多く、５割近くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人権を守るために必要な取組みは、「プライバシーに配慮した医療体制や相談体

制の充実」がもっとも多く、５割を超えています。次に「理解や認識を深める

ための啓発活動の推進」が多く、５割近くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

感染症患者に関することで人権上問題があると思うこと 

35.4% 
36.0% 
34.3% 

21.4% 

23.2% 
50.3% 

47.9% 
4.9% 

17.3% 
0.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 
①結婚問題で周囲が反対すること 

②就職する際や職場での不利な扱い 

③社会復帰が困難であること 

④治療や入院を断わられること 

⑤感染症患者等のプライバシーを守らないこと 

⑥感染症患者等についての理解や認識が不十分 

⑦世間から好奇または偏見の目で見られること 

⑧特に問題があると思うことはない 

⑨わからない 

⑩その他 

感染症患者等の人権を守るために必要な取組み 

51.9% 
47.7% 

44.2% 
32.2% 

2.9% 
14.2% 

0.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

①プライバシーに配慮した医療体制や相談体制の充実 

②理解や認識を深めるための啓発活動の推進 

③社会復帰しやすい環境づくり 

④就職の機会の確保 

⑤特に必要だと思うことはない 

⑥わからない 

⑦その他 
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【施策の方向】 

 

（１）感染症患者等の人権についての教育・啓発                

①人権について理解を深める学校教育や社会教育・生涯学習の充実 

②感染症患者等の人権について理解を深めるための啓発活動の実施 

     

（２）感染症患者等や家族が安心して生きることができる環境づくり       

       ①感染症などについての正しい知識を得る機会の提供 

       ②保健所や医療機関などの関係機関と連携した相談体制、医療体制の充実 
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Ⅷ．刑を終えて出所した人                            

 

【現状と課題】 

 

 市では刑を終えて出所した人や、保護観察中の人に対して、本人の更生の意欲

を大切にし、社会復帰の機会を守るため、保護司会や、更生保護女性会などが

支援を行っています。 

 

●人権に関するアンケート調査結果から 

 

・人権上問題があると思っていることは、「噂をされたり、偏見の目で見られるこ

と」がもっとも多く６割近くなっています。「社会復帰しやすい環境が整ってい

ないこと」、「出所した人であることがわかると、つきあいが疎遠になること」

も多く、５割近くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人権を守るために必要な取組みは、「社会復帰しやすい環境づくり」がもっとも

多く、４割を超えています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

刑を終えて出所した人に関することで人権上問題があると思うこと 

48.3% 

46.5% 

59.0% 

5.9% 

18.2% 

1.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 

①就職先や住居など、社会復帰しやすい環境が整っていないこと 

②出所した人であることがわかると、つきあいが疎遠になること 

③噂をされたり、偏見の目で見られたりすること 

④特に問題があると思うことはない 

⑤わからない 

⑥その他 

刑を終えて出所した人の人権を守るために必要な取組み 

32.6% 

24.0% 

43.2% 

34.1% 

33.2% 

4.4% 

13.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 

①出所した人等への相談体制の充実 

②理解や認識を深めるための啓発活動の実施 

③社会復帰しやすい環境づくり 

④就職の機会の確保 

⑤犯罪の種類や刑の重さによって違うため何ともいえない 

⑥特に必要だと思うことはない 

⑦わからない 
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【施策の方向】 

 

（１）刑を終えて出所した人の人権についての教育・啓発            

①人権についての理解を深める学校教育や社会教育・生涯学習の充実 

②刑を終えて出所した人の人権について理解を深めるための啓発活動の実

施 

    

 （２）刑を終えて出所した人が生きやすい環境づくり               

       ①保護司会などの関係機関と連携した本人や家族の相談・支援体制の整備 
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Ⅸ．犯罪被害者やその家族                             

 

【現状と課題】 

 

・わが国では、「犯罪被害者等の保護を図るための刑事手続きに付随する措置に関す

る法律」、「犯罪被害者等基本法」などが制定され、「刑事訴訟法」、「少年法」など

の関連法の改正も行われています。 

 

●人権に関するアンケート調査結果から 

 

・人権上問題があると思っていることは、「取材・報道によるプライバシーの侵害や

平穏な私生活への影響」がもっとも多く、次に「事件のことに関して、周囲にうわ

さ話をされること」が多く、いずれも６割を超えています。「犯罪によって精神的

なショックを受けること」も５割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人権を守るために必要な取組みは、「人権に配慮した報道や取材」がもっとも多く、 

５割を超えています。次に「精神的被害に対応するためのカウンセリング」が多く、

５割近くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

犯罪被害者やその家族に関することで人権上問題があると思うこと 

50.9% 
36.5% 

60.8% 
32.6% 

38.9% 
28.9% 

60.9% 
2.3% 

12.2% 
0.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 
①犯罪によって精神的なショックを受けること 
②犯罪行為によって経済的な負担を受けること 
③事件のことに関して、周囲にうわさ話をされること 
④警察に相談しても期待どおりの結果が得られないこと 
⑤捜査や刑事裁判において精神的負担を受けること 
⑥刑事裁判手続に必ずしも被害者の声が十分反映されないこと 
⑦取材・報道によるプライバシーの侵害や平穏な私生活への影響 
⑧特に問題があると思うことはない 
⑨わからない 

⑩その他 

犯罪被害者やその家族の人権を守るたけに必要な取組み 

44.2% 
29.5% 

26.8% 
27.7% 
26.7% 

47.5% 
41.2% 

53.2% 
25.7% 

2.3% 
11.4% 

0.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

①犯罪被害者への相談体制の充実 

②人権を守るための啓発活動の推進 

③就職機会の確保 

④経済的な支援 

⑤警察官などへの人権教育の充実 

⑥精神的被害に対応するためのカウンセリング 

⑦捜査や刑事裁判における犯罪被害者や家族への配慮 

⑧人権に配慮した報道や取材 

⑨犯罪予防・防止のための施策の充実 

⑩特に必要だと思うことはない 

⑪わからない 

⑫その他 
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【施策の方向】 

 

（１）犯罪被害者やその家族の人権についての教育・啓発            

①人権についての理解を深める学校教育や社会教育・生涯学習の充実 

②犯罪被害者やその家族の人権について理解を深めるための啓発活動の実施 

 

    （２）犯罪被害者やその家族が守られる環境づくり               

       ①関係機関と連携した犯罪被害者やその家族の相談・支援体制の整備 
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Ⅹ．インターネットによる人権侵害                         

   

    【施策の方向】 

 

・わが国では、「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開

示に関する法律」（プロバイダ責任制限法）、「青少年が安全に安心してインターネ

ットを利用できる環境の整備等に関する法律」などが制定されています。 

 

●人権に関するアンケート調査結果から 

 

・人権上問題があると思っていることは、「誹謗・中傷したり、差別を助長する発言

の掲載」がもっとも多く、７割近くなっています。次に「無断で個人情報が掲載さ

れてしまう等プライバシーの侵害」が多く、６割近くなっています。「出会い系サ

イト等が犯罪を誘発する場となっていること」、「コンピューターウィルスによる個

人情報の流出」も５割近くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・インターネットによる人権侵害が多いと思われる人権問題は、「子ども」がもっと

も多く、５割近くなっています。次に「女性」が多く４割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターネットによる人権侵害に関することで人権上問題があると思うこと 

68.2% 

47.6% 
58.9% 

45.4% 
33.6% 

27.6% 
2.1% 

13.3% 

0.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 

①誹謗・中傷や、差別を助長する発言が掲載されること 

②出会い系サイト等が犯罪を誘発する場となっていること 

③無断で個人情報が掲載されてしまう等、プライバシーの侵害 
④コンピューターウィルスによる個人情報の流出 
⑤加害少年や犯罪被害者等の実名や顔写真等が公開されること 

⑥ネットポルノの存在 
⑦特に問題があると思うことはない 

⑧わからない 
⑨その他 

インターネットによる人権侵害が多いと思う人権問題 

40.7% 
45.9% 

7.0% 
7.9% 

6.1% 
2.9% 

8.5% 
11.5% 

23.3% 
28.1% 

2.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 
①女性 
②子ども 
③高齢者 
④障がい者 
⑤同和問題 
⑥外国人 
⑦感染症患者等 
⑧刑を終えて出所した人 
⑨犯罪被害者やその家族 
⑩わからない 
⑪その他 
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・人権を守るために必要な取組みは、「違法な情報の発信者や学校裏サイト等に対す

る監視や取締りの強化」がもっとも多く、次に「有害なサイトの閲覧等をできなく

する」が多く、いずれも６割近くなっています。「インターネット接続業者等に対

し記事・掲示板の削除や、発信者情報の開示を求める」も５割近くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の方向】 

 

（１）インターネットによる人権侵害についての教育・啓発            

①人権について理解を深める学校教育や社会教育・生涯学習の充実 

②インターネットによる人権侵害防止についての啓発活動の実施 

 

    （２）発生防止に向けたインターネット利用環境づくり              

①学校教育や社会教育・生涯学習の場で、インターネット利用時に人権に配慮

した使用についての指導を実施 

②インターネット接続業者に対する利用モラルの向上についての協力依頼 

③関係機関に対し、有害なサイトの取締りや掲載記事の削除、発信者情報の開

示などの対処を依頼 

 

  

30.4% 
39.8% 

55.7% 
42.1% 

49.3% 
58.0% 

1.2% 
12.8% 

0.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 

①インターネットによる人権侵害を受けた人のための相談体制の充実 
②インターネット利用者や接続業者等に対する啓発活動 
③有害なサイトの閲覧等をできなくする 
④企業等での適切な情報セキュリティ対策 
⑤接続業者等に対し記事・掲示板の削除や、発信者情報の開示を求める 
⑥違法な情報の発信者や学校裏サイト等に対する監視や取締りの強化 
⑦特に必要だと思うことはない 
⑧わからない 
⑨その他 

インターネットによる人権侵害に必要な取組み 
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Ⅺ.北朝鮮当局による拉致問題等                                  

 

【施策の方向】                            

 

     ・わが国では、「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関する

法律」が制定され、地方公共団体は、国と連携を図りつつ、拉致問題その他北朝

鮮当局による人権侵害問題（以下「拉致問題等」という。）に関する国民世論の

啓発を図るよう努めるものと定められています。 

 

 

【施策の方向】 

 

（１）拉致問題等についての教育・啓発                        

  ①拉致問題等についての理解を深める学校教育や社会教育・生涯学習の充実 

②拉致問題等について理解を深めるための啓発活動の実施 
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Ⅻ.その他の人権問題                                  

 

     ・Ⅰ～Ⅺで掲げた人権問題以外にも、性同一性障がい者、性的指向の異なる人、ホ

ームレス、アイヌの人々、人身取引や人身売買など様々な人権問題が存在してい

ます。また、今後新たな人権問題が発生する場合もありますので、柔軟かつ継続

的に、身近に感じるよう、さまざまな場面での取組みを推進します。 
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５．推進                                 

 

 

（１）市民（個人や市民活動団体、地域）との協働                   

 

・人権は、市民一人ひとりに関わることであり、市民の意向を反映しながら、市民活

動団体の育成や地域での取組みの支援についても検討し、人権意識の向上を図りま

す。 

 

（２）関係機関（国や県、企業、各種団体）との連携                  

     

・人権は、その範囲が極めて広く、あらゆることに関係します。また、専門的な知識

や対応が必要となる場合があります。そのため、県や国、企業や関係する各種団体

と連携しながら取組みを推進します。 

・市における人権教育及び人権啓発に関する施策を、総合的かつ効果的に推進するた

め、関係機関の代表者で組織する「高山市人権施策推進協議会」を設置し、取組み

を推進します。 

 

 

 


